
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
耐火物で内張りされ、溶融金属を収容する溶融金属用取鍋において、
少なくとも収容する溶融金属の静止浴面高さ近傍の平断面を、

ことを特徴とする溶融金属用取鍋。
【請求項２】

の範囲とすることを特徴と 融金属用取鍋。
【請求項３】

の範囲とすることを特徴とす 融金属用取鍋。
【請求項４】
前記溶融金属を収容する内部に、機械式撹拌手段を備えたことを特徴とする請求項１～３
のいずれかに記載の溶融金属用取鍋。
【請求項５】
請求項４記載の溶融金属用取鍋に溶融金属を収容し、該溶融金属に精錬剤及び／又は合金
剤を添加すると共に、前記機械式撹拌手段で該溶融金属を撹拌し、精錬することを特徴と
する溶融金属の精錬方法。
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溶融金属の静止浴面高さ近傍の平断面を、非円形状とし、前記静止浴面高さ近傍を、該静
止浴面の上下に少なくとも２００ｍｍ する溶

耐火物で内張りされ、溶融金属を収容する溶融金属用取鍋において、少なくとも収容する
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【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、溶融金属用取鍋及び溶融金属の精錬方法に係わり、詳しくは、溶銑、溶鋼等の
溶融金属をトラブルなく安定して機械攪拌する技術である。
【０００２】
【従来の技術】
溶銑、溶鋼を取鍋（以下、鍋という）に装入し、機械式撹拌機で撹拌しつつ精錬剤を投入
して脱硫等の処理を行うことは、従来より知られている。例えば、特公昭４２－１２３４
３号公報は、攪拌手段にインペラを用いる技術を開示している。この技術は、鍋内に溶銑
を入れ、該鍋の内径に対して１／１０～１／３の長さに相当る代表径を有するインペラを
、１５０～３００ｒ．ｐ．ｍで回転させて、溶銑の脱硫を行うものである。
【０００３】
このような機械式撹拌技術は古くから知られていたが、その後、ガス吹き込みによる溶融
金属の撹拌挙動の研究が盛んに行われるようになり、溶融金属の撹拌処理は、専らガス吹
き込み撹拌が主流となった。その理由は、機械式撹拌では、溶融金属に浸漬するインペラ
をライニングしている耐火物の寿命が短く、処理コストが高くなり過ぎるからである。ま
た、ガス吹き込み撹拌には、吹き込む撹拌ガスをキャリア・ガスとして粉体状の精練剤や
合金剤を溶融金属中に直接吹き込め、しかも、それらの添加歩留や除去すべき不純物元素
との反応効率が高い利点があった。
【０００４】
しかしながら、溶融金属の品質要求が格段に厳しくなってきた昨今、ガス吹き込み撹拌で
は、溶融金属に与える攪拌力に限界があり、そのような要求に十分応えられない場合が生
じている。そのため、不純物を極限に近くまで低減したい精錬処理には、インペラを用い
た機械式の攪拌処理が見直されつつある。ところが、旧来の機械式攪拌処理の技術を、現
行の精錬処理にそのまま適用しようとしたところ、以下のような問題に遭遇した。
【０００５】
【発明が解決しようとする課題】
特公昭４２－０１２３４３号公報記載の溶銑脱硫では、インペラの回転数が大きくなるに
従い、鍋内の溶銑面は、図４に示すように、攪拌軸１１上の一点を頂点とした三角錐を逆
さにした形状を呈する。そして、溶銑５の鍋内静止浴面７（以下、静止浴面という）とこ
の形状の浴面１０とを比較すると、回転数が大きくなるほど、該浴面１０の最高点は前記
静止浴面７に比べ高く盛りあがる。特公昭４２－０１２３４３号公報によれば、３００ｒ
．ｐ．ｍ．では、溶銑５の浴面１０は、静止浴面７より４００ｍｍ上昇している。
【０００６】
一方、鍋６は耐火物８で内張りされ、通常、溶融金属５を収容する内部空間の平断面は円
形（内径３．０～４．５ｍ）で、且つ深さは、３．５～４．０ｍである。近年、精錬能率
の向上の見地より、該鍋６の１回あたりの精錬処理量を増加させる傾向がある。そのため
、浴面と鍋６の側壁上端との間隔は非常に小さくなっており、３００ｍｍ程度しかない。
このような状態で従来の機械式撹拌技術を実施すると、溶銑浴面の上昇によって溶銑５が
溢れ出ることが多い。この対策としては、鍋６の受銑量を低下させるか、あるいは鍋６の
側壁高さを嵩上げして、浴面に対し非常に高くしなければならない。
【０００７】
しかしながら、受銑量の低下は、大幅な搬送能率の低下を招くことが明らかである。また
、側壁の嵩上げは、鍋６を搬送するクレーンに不都合が生じる。つまり、チェーンの巻上
量の増加で対応できずに、建屋の改造まで必要とする。さらに、次工程で該鍋６を設置す
る際には、設置高さの変更を含めた設備改造に多大な費用が必要となる。加えて、鍋６自
体も耐火物８の施工高さが増え、耐火物使用量の増加が余儀なくなる。
【０００８】
本発明は、かかる事情に鑑み、既存取鍋の内張耐火物の施工状態を変更するだけで、溶融
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金属の機械式撹拌を安定して実施可能にする溶融金属用取鍋及び該鍋を使用する溶融金属
の精錬方法を提供することを目的としている。
【０００９】
【課題を解決するための手段】
発明者は、上記の目的を達成するため、取鍋の内部構造と湯面盛上りとの関係について多
くの試験を重ね、その成果を本発明に具現化した。
【００１０】
すなわち、本発明は、耐火物で内張りされ、溶融金属を収容する溶融金属用取鍋において
、少なくとも収容する溶融金属の静止浴面高さ近傍の平断面を、

ことを特徴とする溶融金属用取鍋である。
【００１１】
また、本発明は、

の範囲とすることを特徴と
融金属用取鍋である。
【００１２】
さらに、本発明は、

の範囲とすることを特徴とす
融金属用取鍋である。

【００１３】
加えて、本発明は、上記の溶融金属用取鍋に溶融金属を収容し、該溶融金属に精錬剤及び
／又は合金剤を添加すると共に、前記機械式撹拌手段で該溶融金属を撹拌し、精錬するこ
とを特徴とする溶融金属の精錬方法でもある。
【００１４】
本発明では、取鍋の内部構造を、溶融金属の湯面盛り上がりが抑制されるようにしたので
、精錬中に該取鍋か 融金属 溢れ出ることがなくなる。また、製錬が安定して円滑に
行えるようになり、精錬の成績が向上するようになる。
【００１５】
【発明の実施の形態】
以下、図面を参照して本発明の実施の形態を説明する。
【００１６】
まず、本発明に係る鍋は、外形を新しくしても良いが、現在溶融金属を収容するのに使用
している既存鍋と同じ鉄皮、外形ないし少なくとも鍋のハンドリング用吊具外形であるこ
とが好ましい。その理由は、通常の取鍋と同じ鉄皮外形形状であれば、この鍋を用いて精
錬等の処理を行う諸設備、鍋をハンドリングするクレーンや台車等の移送設備、補修用の
耐火物スタンド等に何ら変更を加える必要がないからである。
【００１７】
そして、本発明では、鍋の内部構造に着眼して多くの試験を行い、収容する溶融金属の静
止浴面７近傍での平断面を非円形とすることで、溶融金属の撹拌時に生じる鍋内壁面近く
での浴面１０の盛り上がりを低減するようにしたのである。
【００１８】
その試験は、溶融金属を溶銑として、図２に示す装置を用いて行なわれた。該装置は、耐
火物８で内張された溶銑５を収容する鍋６と、撹拌手段を の位置に移行する移動装置１
と、機械式撹拌手段のインペラ３と、インペラ３の回転用モータ２と、翼が浴中に浸漬す
るまでインペラ３を降下する昇降手段９とで形成されている。また、この装置は、実際に
精錬剤４を溶銑５中に添加し、脱硫も行なわれた。
【００１９】
また、この試験は、種々の内部構造を有する鍋６で行なわれたが、静止浴面７近傍の平断
面が円形状の場合に最も浴面が高くなることがわかったので、非円形であることを本発明
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の第一の要件とした。さらに、引き続き試験を続行し、その中でも図１に示すような平断
面が楕円形状であるのが好ましいこともわかった。なお、図１に示した楕円形状は、長径
と短径の比が１００対９５のものである。この場合、図１には示していないインペラの撹
拌で溶銑５を攪拌すると、溶銑５にはインペラに吸い込まれる方向に上下の流れ（記号ａ
）が発生する。この流れ（ａ）は、インペラの回転数が大きいほど強く、その結果、浴面
は、円錐を逆さにしたような形状に凹み、鍋の側壁近傍で浴面が上昇する。なお、この浴
面の上昇は、鍋６が軸対象の容器であるため、軸対象の形状に形成される。また、流れ（
ａ）により誘起される浴面は、短 上の側壁近傍で最大となるように発達する。しかしな
がら、長 上の側壁側に短 側との差分だけ流れが逃げることのできる空間が存在するた
め、流れ（ａ）は、分流して流れ（記号ｂ）を生じる。この流れ（ｂ）は、浴面の
方向への流れであるので、浴面の上昇は、流れ（ｂ）方向に崩れ、浴面の上昇は、従来の
円形断面の場合（図４参照）に比べて抑制される。実際の流れは、撹拌による平断面方向
の流れも伴うので、非常に複雑であり、多くの試験が必要であった。この図１の例では、
浴面の上昇は、従来（円形の場合）に比べて１／２以下となり、３００ｒ．ｐ．ｍ．のイ
ンペラ回転数でも、たかだか１５０ｍｍであった。つまり、鍋６に装入する溶融金属量の
減量や、鍋６側壁の嵩上げを行わなくても良い量まで十分に低減できた。
【００２０】
なお、鍋側壁の形状があまりに複雑であったり、凹凸が激しいと、溶融金属５やその上に
存在するスラグによって、内張り耐火物８の損耗が大きくなるので、耐火物８の表面がで
きるだけ滑らかな形状であるのが好ましい。また、耐火物８の施工上も、単純形状である
ことが好ましいので、実用上では、楕円形状が最も良いと考えられる。この場合、短径／
長径の比は、好ましくは０．７５～０．９５の範囲とするのが良い。短径／長径の比を小
さくするほど、鍋の側壁近傍での浴面の盛上りを抑制できるが、０．７５未満では、その
効果がほぼ飽和することと、 融金属やスラグの流動によって湯面近傍の側壁耐火物の溶
損が大きくなる傾向があるからである。一方、短径／長径比が０．９５を超えると、鍋内
側の平断面形状が円形に近くなり、鍋の側壁近傍での湯面の盛上りが大きくなって、 融
金属の鍋外への溢出が生じる可能性が高いからである。
【００２１】
また、本発明では、鍋６の深さ方向全体にわたって、平断面が楕円状であっても良いが、
浴面上昇が抑制できさえすれば良いので、一部の深さでも良い。その方が、耐火物８や中
子のコストが少なくてすみ、鍋重量が少ないので、クレーン等での搬送負担が小さい。本
発明では、鍋の深さ方向の一部を楕円形とする場合には、鍋の側壁近傍での湯面の盛上り
を減少する効果を発揮させるため、少なくとも上下に２００ｍｍ程度の範囲をそのような
形状にするのが好ましい。
【００２２】
さらに、上記した鍋６の非円形な内部構造は、耐火物８の内張り施工によって容易に形成
できる。内張耐火物に煉瓦を用いる場合には、煉瓦の形状や積み方でいかような形状にも
実現できるからである。また、不定形耐火物で流し込み施工する場合には、中子の形状を
上記の内部形状に対応する形状として施工すれば良い。
【００２３】
次に、溶融金属５の撹拌手段を検討した。その結果、耐火物製の回転体を溶融金属５に浸
漬し、モータ等の動力によって機械的に回転するのが最も良いことがわかった。撹拌手段
としては、例えば特開昭６２－２３８３２１号公報に開示されるように、鍋６の外部か
移動磁場を印加する電磁撹拌も知られているが、このような電磁撹拌の場合には、溶融金
属５の回転力が取鍋内壁に近いほど大きくなるので、内張り耐火物８の損耗が激しい。特
に、本発明のように、浴面近くの取鍋内平断面形状を非円形とした場合には、溶融金属側
に突き出した（または張り出した）耐火物が溶融金属５の流動によって選択的に損耗され
てしまう。しかし、発明者は、上記した多くの試験結果より、溶融金属中に回転体を浸漬
し、これを機械的に撹拌する場合には、鍋内壁に近づくほど溶融金属の流速は減衰する傾
向があり、上述した電磁撹拌におけるような損耗問題が生じ難いことを新たに発見した。
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そして、本発明では、溶融金属５の撹拌は、機械式回転体を用いて行うことにした。
【００２４】
さらに、発明者は、以上述べた本発明に係る鍋６に溶融金属５を収容し、該溶融金属５に
精錬剤及び／又は合金剤を添加すると共に、該溶融金属中に回転体を浸漬して撹拌する溶
融金属の処理も試みた。具体的には、溶融鉄合金の脱硫処理、脱燐処理、脱酸処理、接種
処理、介在物形態制御のためのＣａやＲＥＭなどの添加処理等である。特に、脱硫処理の
場合 は、Ｍｇ、ＣａあるいはＲＥＭなどの金属及びそれらの合金、あるいはこれら金属
ないし合金と石灰などのフラックスとの併用処理を行った。その結果、非常に良い試験成
績を得たので、かかる取鍋を用いる精錬方法も本発明とした。この場合、上記機械式撹拌
と併せて、回転体自体や鍋底を介して、ガス吹き込みによる攪拌 ても良い。
【００２５】
【実施例】
本発明に係る溶融金属用取鍋及び従来の取鍋を用いて、溶銑の脱硫精錬処理を実施した。
その際、脱硫剤の投入は、処理前に一括の投げ込み投入とした。鍋６は、公称内容積６０
トンであり、耐火物８で内張り施工して、その内部に平断面が直径２４００ｍｍの円状で
、深さ４２００ｍｍの円筒状空間を形成した。そして、この取鍋を従来タイプとした。一
方、本発明に係る溶融金属用取鍋６は、上記従来タイプ取鍋の溶銑静止浴面７を基準にし
て上下３００ｍｍにわたる領域に対しては（一部のものについては、鍋の全高さにわたっ
て楕円形に構成した）、平断面が楕円となるように、側壁耐火物を施工することで構成し
た。この場合、楕円の（短径／長径）比は、表１のように定めた。溶銑５の撹拌には、機
械式撹拌手段、具体的には、インペラ３を採用した。該インペラ３は、翼幅１００ｍｍ、
代表径５００ｍｍで、図２に示すように、その回転軸を鍋６の中心軸に一致させて配置し
た。
【００２６】
また、溶銑の脱硫剤４は、ソーダ灰であり、溶銑撹拌を開始する直前にその全量を添加し
た。この他、本実施例では、石灰を脱硫剤４とした精錬も行った。なお、脱硫処理時間は
、いずれの場合も１０分とした。また、鍋６に装入した溶銑重量は、いずれの場合も６０
±１トンに調整した。操業中に鍋６から溢れた溶銑５は、鍋６の下方に鉄板を敷き全量回
収したが、この回収量に鍋６に付着した量も加えて評価した。その付着量は、溶銑５を受
ける前の空鍋重量と溶銑を払い出して後の空鍋重量の差で算出した。溢れた溶銑５の比率
は、溢れた溶銑量を処理前溶銑重量（６０トンとした）で除して表示する。さらに、溶銑
５の脱硫率は、処理後の溶銑中硫黄濃度を処理前の溶銑中硫黄濃度で除し、１から引くこ
とで表示した。
【００２７】
かかる溶銑脱硫の操業成績を、一括して表１に示す。
【００２８】
【表１】
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【００２９】
表１によれば、脱硫率は、本発明に係る取鍋を使用した場合と従来の取鍋を使用した場合
とでほとんど差がない。ただし、従来の取鍋を用いた場合には、溢れた溶銑が多量にある
ので、その分だけ鍋内で脱硫剤の正味使用量が多くなっていることを考えれば、本発明の
取鍋の方が脱硫率は良いと言える。これは、楕円形状により浴面上昇が崩れる時に、脱硫
剤４を溶銑５に巻き込み、脱硫反応が促進されたためである。所要動力は、鍋６の形状に
ほとんど依存せず、同一回転数において、いずれの場合も同じであった。また、この精錬
中に生じた浴面の上昇結果をインペラの回転数との関係で整理し、図３に示す。図３より
、本発明に係る鍋６を使用すると、浴面上昇が従来より著しく低減できることが明らかで
ある。
【００３０】
一方、操業成績で大きく異なったのは、撹拌時の溶銑の溢れ率であり、従来の取鍋では、
装入量の１０重量％を超える率であり、これでは、その鍋６は操業に適さない。インペラ
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３の回転数が２５０ｒ．ｐ．ｍ．の場合には、装入溶銑の２５重量％にあたる１５トンも
が溢れ、鍋６が溶銑５に埋もれるといったトラブルまで併発した。一方、本発明に係る鍋
６では、短径／長径の比を０．９５～０．７５まで変化させたが、いずれも溢れる溶銑５
は極めてわずかであった。
【００３１】
なお、上記実施例は、溶融金属５として溶銑を用いたが、特にこれに限定されるものでは
なく、本発明に係る溶融金属用取鍋６は、各種の溶鋼、溶融合金、非鉄金属等の処理にも
使用できる。
【００３２】
【発明の効果】
以上述べたように、本発明により、溶融金属を収容し、その中で、該溶融金属が含有する
不純物元素の除去処理を行う取鍋が、適切な形状に改造された。その結果、機械撹拌を行
っても、溶銑浴面の上昇が大幅に抑制でき、溶銑を溢れ出させることがない、また大幅な
搬送能率の低下を招くことがない溶融金属用取鍋を提供できた。さらに、設備の改造など
に多大な費用をかけることなく、効率の良い不純物処理が可能となった。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明に係る取鍋の内部構造の一例を示す図であり、（ａ）は平面、（ｂ）は縦
断面である。
【図２】取鍋に機械式撹拌手段を配置した状況を示す縦断面図である。
【図３】溶融金属の回転数と浴面上昇高さとの関係を示す図である。
【図４】従来の取鍋の内部構造を示す図である。
【符号の説明】
１　　撹拌手段の移動装置
２　　インペラの回転用モータ
３　　インペラ
４　　精錬剤（脱硫剤）
５　　熔融金属（溶銑）
６　　取鍋（鍋）
７　　静止浴面
８　　耐火物
９　　昇降手段
１０　浴面
１１　攪拌軸
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】 【 図 ４ 】
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